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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 

(1) 対象地域 

構成市町名  中津川市 

面   積  ６７６．４５ｋｍ２ 

人   口  ７８，４８６人（平成３１年３月３１日現在） 

 

(2) 計画期間 

 本計画は、令和2年4月1日から令和8年3月31日までの6年間を計画期間とする。 

 なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。 

 

(3) 基本的な方向 

 本市は中央アルプスの最南端に位置する恵那山や東西に流れる木曽川等、雄大な自然や豊かな緑に

囲まれ、古くは中山道木曽路の宿場町として栄えてきた。また、近年の企業誘致によって工業生産も

飛躍的な発展を遂げており、2027 年にはリニア中央新幹線の岐阜県駅と中部総合車両基地ができるこ

とから、リニアを活かすまちづくりを進めているところであるが、その一方で生活環境、生活様式の

変化によるごみの増加や河川の汚濁といった課題も生じている。 

 そのような中、本市では、平成 28年 3月に第三次中津川市環境基本計画を策定し、“自然共生・循

環・低炭素型の魅力あふれるまち 中津川”を中津川市が目標とする将来都市像として掲げている。 

 本市では、循環型社会を構築するため、平成 16年 3月に竣工した｢中津川市環境センター｣を情報提

供、啓蒙・啓発及び学習活動の拠点として有効に活用し、行政の立場から率先行動に努めているとこ

ろであるが、これまでは資源ごみは中津川市資源センターへ、それ以外のごみは中津川市環境センタ

ーで処理しており、両施設が離れた場所にあることから職員の配置及び作業重機の配備等、あまり効

率的ではなかったため、｢中津川市環境センター｣の隣接地にストック機能を有したリサイクルセンタ

ーを一体的に整備し、効率的なごみ処理を実現するとともに、カン類、ビン類、ペットボトル等の資

源化を推進する他、小型家電リサイクルへの取り組み、各種ソフト的な施策についても実効性を検証

しながら計画的に展開・充実を図っているところである。 

 生活排水については、河川や農業用排水路の水質汚濁及び悪臭が問題となっており、社会的にもそ

の対策の必要性と緊急性が深く認識されるようになってきていることから、本市においても生活排水

処理対策が急務となっており、水環境保全及び水循環に係る市民の自覚と協力のもと、市民・事業者・

行政が一体となって水質の維持改善と自然環境の保全を推進し、清流を守り続けるものとする。 

 特に集落の形態をなしていない分散している家屋については、合併処理浄化槽による処理を推進す

るとともに、単独処理浄化槽を設置している家屋においても個別の状況を勘案しつつ、合併処理浄化

槽への転換の指導等を推進する。 

 現在、本市のし尿・浄化槽汚泥等は、令和元年 12月より稼働開始した「中津川市汚泥処理センター」

で処理しており、今後は、より効率的な処理体系を構築していく方針である。 
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(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

 岐阜県では、広域化・集約化を計画的に進め、循環型社会の実現をはかるため、市町村の意見をふ

まえながら、令和４年３月末（2021 年度末）を目途に「岐阜県ごみ処理広域化・集約化計画」を策定

する予定である。 

 中津川市は、清掃センターと恵北清掃センター（焼却施設）を平成 16年に環境センターとして統合

するなど、施設の集約化を進めてきたところであるが、今後も現有施設の更新を見据えて近隣市町村

と連携した広域化処理について検討していく方針である。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

 平成 30年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図 1のとおりである。 

 総排出量は、集団回収も含め、27,617 トンであり、再生利用される「総資源化量」は 4,807 トン、

リサイクル率〔＝(直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回収量)／(ごみの総処理量＋集団回

収量)〕は 17.4％である。 

 中間処理による減量化量は 20,454 トンであり、集団回収量を除いた排出量のおおむね８割が減量化

されている。また、集団回収量を除いた排出量の 9.6％に当たる 2,356 トンが埋め立てられている。 

 なお、中間処理量のうち、焼却量は 18,778 トンである。中津川市環境センターガス化溶融施設では、

ごみ処理に係る熱エネルギーを有効利用するため、発電及び場内給湯等による熱利用を行っている。 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量
46t 1,701t
0.2% 処理残さ量 6.9%

4,057t
排出量 計画処理 中間処理量 16.5% 処理後最終処分量
24,557t 24,557t 24,511t 2,356t
100% 100.0% 99.8% 減量化量 9.6%

20,454t
自家処理量 直接最終処分量 83.3% 最終処分量

0t 2,356t
0.0% 9.6%

3,060t

0t

4,807t

 
図 1 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 30年度） 

 

(2) 生活排水の処理の現状 

 平成 30年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図 2のとおりである。 

 生活排水処理対象人口は、全体で 78,486 人であり、汚水衛生処理人口（平成 30年度現在、現に汚

水処理施設に接続されている人口、以下同様。）は、60,633 人、汚水衛生処理率 77.3％である。 

 し尿発生量は 9,599kl／年、浄化槽汚泥発生率は、15,587kl／年であり、処分量（＝収集・運搬量）

は 25,186kl／年である。 

38,980 人 (49.7%)

60,633 人 (77.3%) 6,614 人 (8.4%)

78,486 人 (100%) 15,039 人 (19.2%) 15,587

484 人 (0.6%)

17,853 人 (22.7%)

17,369 人 (22.1%) 9,599

公共下水道

処理人口 集落排水施設等

総人口 合併処理浄化槽等 浄化槽汚泥発生量

kℓ/年

単独処理浄化槽

未処理人口

非水洗化人口 し尿発生量

kℓ/年
 

図 2 生活排水の処理状況フロー（平成 30年度） 
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(3) 一般廃棄物等の処理の目標 

 本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表 1のとおり

目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表 1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

指  標 現 状（割合※１） 

（平成30年度） 

目 標（割合※１） 

（令和８年度） 

排 出 量 事業系 総排出量 

 １事業所当たりの排出量※２ 

生活系 総排出量 

 １人当たりの排出量※３ 

合 計 事業系生活系排出量 

  6,908 トン 

    1.7 トン/事業所 

 17,649 トン 

  212.9 kg/人 

 24,557 トン 

 7,125 トン     ( +3.1%) 

  1.8 トン/事業所 ( +5.9%) 

13,490 トン     (-23.6%) 

168.2 kg/人    (-21.0%) 

20,615 トン      (-16.1%) 

再生利用量 直接資源化量 

総資源化量 

   46 トン 

4,807 トン 

( 0.2%) 

(17.4%) 

    45 トン     (  0.2%) 

 6,882 トン     ( 27.1%)  

エネルギー

回 収 量 

エネルギー回収量（年間の発電電力

量及び熱利用量） 

5,636 MWh 

－ GJ  
 

  3,610 MWh 

  － GJ 

最終処分量 埋立最終処分量 2,356 トン ( 9.6%)  1,863 トン     (  9.0%) 

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回

収量に対する割合 

※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)｝／（事業所数） 

※３ （１人当たりの排出量）＝｛(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)｝／（人口） 

《用語の定義》 

 排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

 再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

 エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕 

 減量化量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：トン〕 

 最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量
45t 2,045t
0.2% 処理残さ量 9.9%

3,908t
排出量 計画処理 中間処理量 19.0% 処理後最終処分量
20,615t 20,615t 20,570t 1,863t
100% 100.0% 99.8% 減量化量 9.0%

16,662t
自家処理量 直接最終処分量 80.8% 最終処分量

0t 1,863t
0.0% 9.0%

0t

6,882t4,792t

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和８年度） 
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(4) 生活排水の処理の目標 

 生活排水の処理については、表 2に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくも

のとする。 

 

表 2 生活排水処理に関する現状と目標 

 公共下水道 38,980 人 (49.7%) 38,245 人 (53.1%)

 農業集落排水施設等 6,614 人 ( 8.4%) 6,032 人 ( 8.4%)

 合併処理浄化槽等 15,039 人 (19.2%) 15,516 人 (21.6%)

 未処理人口 17,853 人 (22.7%) 12,207 人 (16.9%)

合　　計 78,486 人 72,000 人

 汲み取りし尿量 9,599 6,486

 浄化槽汚泥量 15,587 15,462

合　　計 25,186 21,948

ｷﾛﾘｯﾄﾙ ｷﾛﾘｯﾄﾙ

し
尿
・
汚
泥
の
量

ｷﾛﾘｯﾄﾙ ｷﾛﾘｯﾄﾙ

ｷﾛﾘｯﾄﾙ ｷﾛﾘｯﾄﾙ

平成30年度実績 令和８年度中間目標

処
理
形
態
別
人
口
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３ 施策の内容  

(1) 発生抑制、再使用の推進 

ア ３Ｒの推進 

現在、生活系ごみへの指定袋の導入、事業系ごみへの従重量制による課金によって有料化を行っ

ている。 

・不要品紹介制度等を検討する。 

・大型ごみから再生した家具等の販売継続と市民団体等との連携による運営方法を検討する。 

・未だ燃えるごみに相当量が混入している紙・布類等について分別排出を徹底する。 

・集団資源回収活動の拡充と活動の活性化を図るとともに活動を通じて資源化意識の高揚を図る。 

・各地域に設置したリサイクルボックスの整備と利用促進を進める。 

・刈草・剪定枝をリサイクルセンターまたは民間施設にて資源化することを検討する。 

・事業者と連携し、店頭回収の活用について周知徹底する。 

イ 環境教育、普及啓発、助成 

①公共施設等を活用した広報・啓発活動の推進 

・中津川市環境センター、公民館、図書館等の公共施設を活用した広報・啓発活動を推進する。 

・中津川市環境センターへの来場者に展示設備、再生品、あるいは資源化作業等を見学してもら

うことによって市民・事業者の施設への理解及び有効活用、啓発を促す。 

②環境情報のタイムリーな提供、質的充実 

・広報会単位で設置している｢住みよい環境づくり推進員｣を中心として、ごみ処理の厳しい状況

に関する情報提供をはじめ、ごみの排出抑制、資源化促進に対する一人ひとりの認識を深めて

もらうための啓発及び指導を行う。 

・ごみ及び環境に関するデータや情報を整理・モニタリングし、地域の環境情報として取りまと

めておく他、リサイクル関連法や分別収集等に関する住民説明会を必要に応じて開催し、市民・

事業者の意識高揚、協力に対する理解を求めていく。 

・イベントの開催情報やリサイクル関連法の周知等、情報提供にあたっては、市民・事業者のニ

ーズ、環境教育的な観点、取組への波及効果等を勘案し、内容の充実を図るとともに、タイム

リーな提供に努める。 

・チラシ、パンフレット、広報等による広報・啓発活動を継続・充実させる。また、ごみの減量

化及びリサイクルに関する特集、リサイクルマニュアル、副読本、専門誌等の配布等を通じて

市民・事業者の意識高揚を図る。 

・環境負荷が少ない商品を製造・販売している事業者やその活動等を広く市民に周知する。 

・容器包装廃棄物等の分別排出優良地区、再生利用優良事業者等を紹介・広報することによって

市民・事業者・行政が一体となったリサイクル活動を推進する。 

③学校教育及び生涯学習、勉強会等を通じた広報・啓発活動の推進 

・環境に配慮したライフスタイルの形成には、特に幼少期における学習が果たす役割が大きいた

め、学校教育を通じた環境学習の機会を積極的に提供する。また、学校教育における環境教育
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の質的充実を図るため、教員等に対する環境教育についても検討する。 

・学校教育、生涯学習等における環境講座等の実施にあたっては、ＰＴＡや地域のＮＰＯと連携

し、実践的な学習プログラムを系統的かつ継続的に推進する。 

④参加・体験型の活動の場や機会の充実 

・フリーマーケットや、ごみの排出抑制に係るキャンペーン活動等、ごみ問題を考える契機とな

るＰＲ型のイベントを定期的に企画・開催するとともに、環境フェア、シンポジウム、活動体

験等、ごみに関する意識向上、取組の活性化に寄与するイベントや機会の充実を図る。 

・ごみの排出抑制・リサイクルに関する取組を地域のイベント等に組み込み、市民の参加を促す。 

・イベント等参加者へのアンケート、追跡調査等を行い、その結果を今後のイベントの企画・運

営に活かすことによって成果が期待できるものに改善していく。 

・リサイクル活動の一環としてシンボルマーク、イメージキャラクター等を採用し、人々が楽し

みながら活動するための工夫をする。 

⑤助成・補助制度等の見直し・充実 

・ＰＴＡや子ども会等の団体が実施している資源の集団回収に対して奨励金を交付し、一層の資

源化・減量化を推進するとともに、環境保全活動に対する意識の高揚を図る。 

・既存の助成制度について、助成方法や助成金額等の見直し・充実を図るとともに、必要に応じ

て新しい補助制度等の創設を検討し、市民及び事業者の活動を支援する。 

・市民等の認知度が低い補助制度等については、地域に広くＰＲし、取組の普及を促す。 

・リサイクルボックスについては、地域へ移管した後の管理状況等を把握するとともに、設置基

数の拡充を促す方策を検討する。 

・消費者グループやボランティアグループが実施する不用品交換会やフリーマーケット等、市民

等が自主的に主催するイベントに対して会場や保管場所の確保等について支援・協力する。 

・先進的・意欲的な活動を展開している団体、事業者等の活動を注視し、同活動の支援やＰＲを

行う他、市民等への積極的な情報提供によって活動の動機付け、活性化を図る。 

⑥活動リーダーの設置・育成、交流・ネットワークの構築 

・フリーマーケットの開催等、リサイクルに有効な活動を率先して行うリサイクルリーダーを育

成し、住民参加によるリサイクルの促進を図る。また、活動を維持するため、リサイクルリー

ダーを個人レベルではなく、組織化して位置付け、ネットワーク化を図る。 

・活動団体等が交流する場を設け、コミュニケーションの形成・活性化、連携の機会を提供し、

活動の輪の拡充に努める。 

・環境政策の検討等にあたって市民・事業者の参加・協力のもと、合意形成が図れる仕組み作り

を進める。 

ウ ダンボールコンポストの普及啓発 

本市の燃えるごみには多量に水分が含まれており、その大半が生ごみ由来のものであると考えら

れることから、ダンボールを利用して生ごみの堆肥化を行うダンボールコンポストの普及・啓発に

より、生ごみの減量化及び資源化を図る。 
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エ レジ袋削減と詰替商品の購入促進 

現レジ袋の削減やマイバッグの活用等が市民に浸透するよう啓発し、市民や事業者へ協力を要請

する。また、詰替商品は特にプラスチック系ボトルの排出削減に寄与すると考えられることから、

市民や事業者に対し購入を促進するよう周知啓発を行う。 

オ 有料化 

現在、生活系ごみへの指定袋の導入、事業系ごみへの従重量制による課金によって有料化を行っ

ている。今後はごみの排出抑制や資源化促進、あるいは費用負担の公平性確保のため、より効果的、

かつ適正な料金徴収方法、処理手数料について随時検討を続けていく。 

カ 生活排水対策 

生活排水対策の必要性、浄化槽管理の重要性等について市民に周知徹底を図る。特に台所での対

策等、家庭でできる対策について、地域毎の集会等を通じて周知する。 

（三角コーナーの使用、食べ残しの無い調理、米のとぎ汁や風呂排水の再利用、洗濯用洗剤の適量

使用 等）。 

 

(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

 分別区分及び処理方法については、表 3のとおりである。 

 中津川市環境センターのリサイクルセンターにおいて、カン類、ビン類、ペットボトル、小型家

電等の資源化の促進と効率的な施設運用を図る。 

イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

 事業活動に伴って生じる廃棄物の排出抑制・資源化に努めることはもとより、原則として事業系

一般廃棄物は自らの責任において適正に処理するものとする。なお、市は事業系一般廃棄物を多量

に排出する事業者に対し、減量、処理に関する計画を作成させるとともに、同計画の管理を行うこ

とによって事業系一般廃棄物の発生を抑制するものとする。 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

 更新した中津川市環境センターでは、汚泥乾燥施設を併設している。この施設では、下水汚泥を

受け入れ、乾燥処理後に、溶融施設で処理を行う。 

 その他の産業廃棄物については、排出者責任の原則に基づき、可能な限り排出抑制、資源化・再

生利用を行った上で、自らの責任において適正に処理するか、産業廃棄物処分業者へ処理委託する

よう指導していくものとする。 

エ 生活排水処理の現状と今後 

 生活排水処理については、現在都市化された地域及び都市化が認められる地域では公共下水道を、

農業振興地域では農業集落排水施設の整備を進めており、大半の区域は面整備が完了している状況

にあるが、面整備が完了していない区域等への合理的な施設整備手法を検討しつつ、水洗化率の向

上を推進していくものとする。 

 これらの区域から外れた地域については、合併処理浄化槽の整備を推進する。 
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オ 今後の処理体制の要点 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 中津川市環境センターのリサイクルセンターにおいて、カン類、ビン類、ペットボトル等

の資源化と併せ、小型家電リサイクルに取り組む。 

◇ 中津川市環境センターにおいて生成されるスラグについては、引き続き建設資材としての

有効利用先を開拓する。 

◇ 事業系一般廃棄物を多量に排出する事業者に対し、減量、処理に関する計画を作成させ、

計画管理を行うことにより、事業系一般廃棄物の発生を抑制する。 

◇ 今後も、燃やせるごみの発生抑制・資源化を図るとともに、その他の燃やせないごみや資

源ごみ等のリサイクルを推進していく。 



 

 

 表 3 中津川市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 

 燃えないごみ 805

 大型ごみ 1,454

 ビン類  選別、減容、貯留 537

 カン類  選別、圧縮、貯留 122

 ペット
 ボトル

 選別、圧縮･結束、貯留 142

 牛乳
 パック

 貯留 2

 食品
 トレー

 貯留 2

 硬質ごみ  選別、貯留 54

 有害ごみ
 貯留(乾電池)
 破砕、貯留(蛍光灯) 35

 廃食用油 売却 2

 雑紙 売却 3

 布類回収 売却 43

現　状 〔平成30年度〕

 燃えるごみ
 焼却･溶融
(エネルギー回収)

 中津川市環境センター
 (エネルギー回収施設)
　（発電）

14,448

処理量
(トン)

処理施設等処理方法分　別　区　分

 破砕、選別、
 圧縮･減容、貯留

 資源ごみ

拠点回収
(リサイクルセンター)
(リサイクルボックス)

 中津川市環境センター
 (不燃ごみ･粗大ごみ

　処理施設)
 (リサイクルセンター)

一次処理 二次処理

 燃えないごみ 655

 大型ごみ 1,517

 ビン類  選別、減容、貯留 440  ビン類

 カン類  選別、圧縮、貯留 94  カン類

 ペット
 ボトル

 選別、圧縮･結束、貯留 119
 ペット
 ボトル

 牛乳
 パック

 貯留 2
 牛乳
 パック

 食品
 トレイ

 貯留 2
 食品
 トレイ

 硬質ごみ  選別、貯留 49  硬質ごみ

 有害ごみ
 貯留(乾電池)
 破砕、貯留(蛍光灯) 35  有害ごみ

 廃食用油 売却 3  廃食用油

 紙類 売却 601  紙類

 雑紙 売却 3  雑紙

 布類回収 売却 35  布類回収

 小型家電 売却 宅配回収 －  小型家電

 中津川市環境センター
 (不燃ごみ･粗大ごみ

　処理施設)
 (リサイクルセンター)

拠点回収
(リサイクルセンター)
(リサイクルボックス)

処理量
(トン)

処理方法分　別　区　分
処理施設等

 燃えるごみ
 焼却･溶融
(エネルギー回収)

 中津川市環境センター
 (エネルギー回収施設)
 　（発電）

9,935

 資源ごみ  資源ごみ

 大型ごみ

 燃えないごみ 中津川市
 環境センター
 (エネルギー
　回収施設)
　 （発電）

 指定法人
（売却）

資源化業者
引き渡し

 破砕、選別、
 圧縮･減容、貯留

今　後 〔令和８年度〕

 燃えるごみ

分　別　区　分

 中津川市
 環境センター
 (最終処分場)

 
 ※中津川市におけるごみの分別区分について、添付資料３に示す。

-
 
1
0
 
-
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(3) 処理施設の整備 

ア 廃棄物処理施設 

 上記(2)の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 4のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表 4 整備する処理施設 

事業 

番号 
整備施設種類 事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 

１ 

エネルギー回収施設 

中津川市環境センター 

ガス化溶融施設 

中津川市環境センター 

ガス化溶融施設基幹的

設備改良事業 

98ｔ/日 中津川市駒場 2261-6 R2～R6 

※ 現有処理施設の概要を添付資料４として添付した。（現有施設名・種類、処理する廃棄物、処理能力、所在地、竣工年等、施設

の概要について一覧表としたもの） 

  また、地域計画期間外の将来的な事業を記載する場合は、整備施設種類の名称の最後に（予定）と記載し、事業基幹を括弧書

きで記載すること。（基本的に将来的な事業の記載は不要である。） 
 

（整備理由） 

 事業番号１ 既存施設の機能回復及び先進的設備導入により CO2排出量を 3％以上削減する。 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

 合併処理浄化槽の整備については、表 5のとおり行う。 

 

表 5 合併処理浄化槽への移行計画 

事    業 

直近の整備済 

基 数 （基） 

(平成 30年度) 

整備計画 

基  数 

(基) 

整備計画 

人  口 

(人) 

事業期間 

浄化槽設置整備事業 3,583 480 1,248 R2～R7 

その他地方単独事業 165 0 0  

合    計 3,748 480 1,248  
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(4) その他の施策 

 その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

ア 再生利用品の需要拡大事業 

 容器包装廃棄物等の資源ごみについては、実態に即した回収量見込みの把握に努めるとともに、

処理コストを低減すべくフォローアップを行うものとする。また、これまで以上に資源化を促進す

るため、安定した独自ルートの開拓・確保に努める。 

 中津川市環境センターにおいて生成されるスラグについては、平成 18年 7月に｢一般廃棄物，下

水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固化したコンクリート用溶融スラグ骨材 JIS A 5031｣及び｢一般廃

棄物，下水汚泥又はそれらの焼却灰を溶融固化した道路用溶融スラグ JIS A 5032｣として制定され

たことをふまえ、供給・利用先の開拓・確保に努めるほか、公共事業等における利用を促す等、需

要の拡大を図るものとする。また、溶融飛灰についても有効利用が可能かつ安価な処理方法につい

て調査・検討を継続する。 

イ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

 廃家電、パソコン等のリサイクルについては、個別のリサイクル法に基づき、適切に回収、再商

品化がなされるよう関係団体や小売店等と協力して普及・啓発を図るものとする。 

ウ 不法投棄の対策 

 ごみ投棄マップの作成や広報等による啓蒙・啓発の他、地域の町内会等と一体となった啓発活動

により、監視やパトロールの強化、連絡体制の構築、街灯の設置等を行い、不法投棄を未然に防止

するものとする。なお、連絡体制については、郵便局等との提携による連絡体制を構築する等、早

期発見・早期対処の視点から、より効果的な方法を検討し、体制の強化・充実を図るものとする。 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

 現在、平成 24年度に策定した中津川市災害廃棄物処理基本計画の見直しを進めているところであ

り、これに併せて発災初動期から応急対応期の具体的かつわかりやすい行動内容を災害廃棄物対応

マニュアルとして作成している。 

 本市は岐阜県内 42市町村のうち唯一、東海地震｢地震防災対策強化地域｣及び「同推進地域｣の両

方に指定されていることから、｢災害廃棄物対策指針暫定版 平成 24年度 環境省大臣官房廃棄物・

リサイクル対策部｣、｢水害廃棄物対策指針 平成 17年 6月 環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策

部廃棄物対策課｣、｢岐阜県地域防災計画｣、｢岐阜県地震防災行動計画｣及び「中津川市災害廃棄物処

理基本計画」等に基づき、復旧時における減災対策として災害廃棄物の適正かつ円滑な処理体制を

確立する計画である。 

 また、大規模災害、あるいは清掃施設被災のために清掃活動、災害廃棄物の処理等が困難な場合

に備え、周辺地域や県等との連絡・連携体制を構築し、広域的処理体制の確保を図るものとする。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

 中津川市では、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて岐阜

県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

 計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後

評価、目標達成状況の評価を行う。 

 また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

 なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。 
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添付資料１ 対象地域図 

 

 

 

図 1-1-2 計画対象区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 中津川市の位置 

山口地区 

中津川地区 

蛭川地区 

福岡地区 

坂下地区 

川上地区 
付知地区 

加子母地区 

：中津川市全域(行政区域界) 

：地区境界 

岐阜県 

中津川市 

添付資料－１ 
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添付資料２ 目標の設定に関するグラフ 
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年度

H24に対しR8までに24％減量（集団回収除く）

 

図２ 減量化目標 

 

 

表１ 減量化・資源化等の目標 

区   分 
基 準 年 
（H24） 

目 標 
（R8） 

年 間 排 出 量 
（集団回収されたごみを除く） 

27,125ｔ/年 
20,615ｔ/年以下 

（H24 比 -24.0％） 

1 人１日当たり生活系排出量 
（ 資 源 物 除 く ご み ） 

626ｇ/人・日 460ｇ/人・日以下 

再 生 利 用 率 ※ 17.9％ 27％以上 

最 終 処 分 量 2,608ｔ/年 
1,863ｔ/年以下 
（H24 比 -30％） 

 

 

 

添付資料－２ 
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添付資料３ 分別区分説明資料（平成３１年４月現在） 

区分・品目 品  目  収集回数 排出方法 

燃えるごみ 
紙 くず、厨 芥 類 （生 ごみ）、プラスチック類 、

ゴム・革 類 、布 類 、木 竹 類 、その他 など 
週２回 

厨 芥 類 （生 ごみ）は水

分 を よ く 切 っ て か ら 市

の指 定 袋 で排 出  

燃えないごみ 

陶 器 類 、ガラス類 、家 電 製 品 （家 電 リサイク

ル法 対 象 品 及 びパソコンリサイクル対 象 品

以 外 ）、LED・電 球 等 、刃 物 類 、金 物 類

等 、その他 など 

月１回 市 の指 定 袋 で排 出  

大型ごみ 

家 具 類 、スポーツ用 品 、大 型 鉄 鋼 製 品 、

大 型 家 電 製 品 （家 電 リサイクル法 対 象 品

及 びパソコンリサイクル対 象 品 以 外 ）、その

他 などの市 の指 定 袋 に入 らない大 きさで、

140cm×90cm×200cm（角 材 ・丸 太 は

10cm×10cm×100cm）以 下 のもの 

月１回 

（事前に 

 申込み）

１ 点 に つ き １ 枚 の シ ー

ル（500 円 ）を貼 り、指

定 された場 所 に排 出  

有害ごみ 

スプレー缶 ・カセットボンベ等 、電 池 類 （ボ

タン電 池 ）、ライター、蛍 光 灯 ・水 銀 体 温 計

など 

 年４回 

～月１回

スプレー缶 、カセットボ

ン ベ は 穴 を 開 け 、 指

定 のコンテナへ排 出  

硬質ごみ 
電 線 ・導 線 ・針 金 、鋼 板 類 、鉄 筋 類 、鉄 塊

類 、スチールパイプ類 、工 具 類 など 
月１回 

指 定 の コ ン テ ナ へ 排

出  

資
源
ご

み 

缶   類  飲 料 缶 、缶 詰 、菓 子 缶 、海 苔 缶 など 

月１回 

中 身 を 取 り 除 い て 水

洗 い し 、 指 定 のコ ン テ

ナに排 出  

ペットボトル  PET マークのあるペットボトル 
ラベルとキャップを取 り

除 き 、 水 洗 い し て 、 指

定 のコンテナへ排 出  

ビ ン 類  茶 色 ビン、透 明 ビン、青 ・黒 ・緑 のビン 
キ ャ ッ プ を 外 し 、 水 洗

い し て 、 色 別 に 指 定

のコンテナへ排 出  

新 聞 紙 ・ 

ダンボール・

雑 誌  

新 聞 紙 、ダンボール、雑 誌  

ヒ モ で 十 字 に し ば る な

ど し て リ サ イ ク ル ボ ッ ク

ス や 資 源 回 収 、 店 頭

回 収 ボックスに排 出  

雑   紙  

（ざつがみ） 

封 筒 、菓 子 箱 、包 装 紙 、パンフレット、紙

製 ファイル（金 属 ・プラスチックは外 す） 

紙 袋 に ま と め る か 、 ヒ

モで十 字 にしばるなど

し て リ サ イ ク ル ボ ッ ク ス

や 資 源 回 収 、店 頭 回

収 ボックスに排 出  

牛 乳 パック 牛 乳 パック 

よく洗 って、切 り開 き、

乾 かしてからリサイクル

ボックスや資 源 回 収 、

店 頭 回 収 ボ ッ ク ス に

排 出  

食 品 トレー 

（白 色 ） 
食 品 用 の発 泡 スチロールトレー 

よく 洗 い、 リサ イクル ボ

ックスや資 源 回 収 、店

頭 回 収 ボ ッ ク ス に 排

出  

布 類 回 収  

衣 類 ・肌 着 、毛 布 、シーツ、着 物 、カーテ

ン、タオル、バスタオル、タオルケット、ダウン

ジャケットなど 

透 明 な ビ ニ ー ル 袋 に

入 れ、リサイクルボック

ス や 資 源 回 収 、 店 頭

回 収 ボックスに排 出  

廃 食 用 油  廃 食 用 油 （使 用 済 み天 ぷら油 ） － 
リ サ イ ク ル セ ン タ ー に

排 出 （直 接 持 込 ） 

添付資料－３ 
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添
付

資
料

４
　

現
有

処
理

施
設

の
概

要
（

令
和

元
年

１
０

月
１

日
現

在
）

番 号
施

設
名
称
・

種
類

処
理
方
式

処
理
す

る
廃
棄
物

処
理
能
力

所
　
在
　

地
竣
工

年
月

備
　

考

1
中

津
川

市
環

境
セ

ン
タ

ー
ガ

ス
化

溶
融

施
設

（
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

推
進

施
設

）

流
動

床
式

ガ
ス

化
溶

融
方

式
燃

え
る

ご
み

9
8
t
/
日

中
津

川
市

駒
場

2
2
6
1
-
6

平
成

1
6
年

4
月

基
幹

的
整

備
改

良
事

業
対

象
施

設

2
中
津
川

市
環
境

セ
ン
タ

ー
不

燃
ご
み

･
粗
大
ご

み
処
理

施
設

（
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
）

破
砕

圧
縮

併
用

方
式

燃
え

な
い

ご
み

、
大

型
ご

み
1
7
t
/
日

中
津

川
市

駒
場

2
2
6
1
-
6

平
成

1
6
年

4
月

3
中
津
川

市
環
境

セ
ン
タ

ー
リ
サ

イ
ク
ル
セ

ン
タ
ー

（
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
）

選
別

、
圧

縮
、

破
砕

、
減

容
、

貯
留

資
源

ご
み

4
.
9
t
/
日

中
津

川
市

駒
場

2
2
6
1
-
6

平
成
2
8
年
4
月

4
中
津
川

市
環
境

セ
ン
タ

ー
最
終
処
分

場
（

最
終

処
分

場
）

ｻ
ﾝ
ﾄ
ﾞ
ｲ
ｯ
ﾁ
方

式
不

燃
物

、
飛

灰
･
脱

塩
残

渣
7
3
,
1
6
7
ｍ

3
中

津
川

市
駒

場
2
2
6
1
-
6

平
成

1
6
年

1
1
月

5
中
津
川
市

汚
泥
処

理
セ
ン

タ
ー

（
有

機
性

廃
棄

物
リ

サ
イ

ク
ル

推
進

施
設

）

浄
化

槽
汚

泥
対

応
型

（
膜

分
離

)
脱

窒
素

方
式

＋
リ

ン
回

収
方

式
し

尿
、

浄
化

槽
汚

泥
等

6
5
k
ℓ
/
日

中
津

川
市
福
岡

3
5
4
6
-
2

令
和
元

年
1
2
月添
付

資
料
－

４
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様
式

１

1
地

域
の

概
要

 (
1
)地

域
名

 (
2
)地

域
内

人
口

 (
3
)地

域
面

積

 (
4
)構

成
市

町
村

等
名

＊
　

交
付

要
綱

で
定

め
る

交
付

対
象

と
な

る
要

件
の

う
ち

、
該

当
す

る
項

目
全

て
に

○
を

付
け

る
。

2
一

般
廃

棄
物

の
減

量
化

、
再

生
利

用
の

現
状

と
目

標

　
事

業
系

7
,1

2
5

(H
3
0
比

 +
3
.1

%
 )

1
.7

6
(H

3
0
比

 +
5
.9

%
 )

　
生

活
系

1
3
,4

9
0

(H
3
0
比

-
2
3
.6

%
 )

1
6
8

(H
3
0
比

 -
2
1
.0

%
 )

　
合

　
計

2
0
,6

1
5

(H
3
0
比

-
1
6
.1

%
 )

( 
 0

.3
%
 )

6
4

( 
 0

.3
%
 )

5
3

( 
 0

.2
%
 )

5
1

( 
 0

.2
%
 )

4
6

( 
 0

.2
%
 )

4
5

( 
1
8
.1

%
 )

5
,4

2
2

( 
1
8
.8

%
 )

5
,2

4
0

( 
1
7
.2

%
 )

5
,2

8
4

( 
1
8
.4

%
 )

4
,8

0
7

( 
1
7
.4

%
 )

6
,8

8
2

　
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

量
（
年

間
の

発
電

電
力

量
　

M
W

h
）

　
減

量
化

量
（
中

間
処

理
前

後
の

差
　

ト
ン

）
( 

8
4
.2

%
 )

2
1
,0

9
8

( 
8
4
.3

%
 )

2
2
,7

4
8

( 
8
3
.6

%
 )

2
0
,9

2
7

( 
8
2
.8

%
 )

2
0
,4

5
4

( 
8
3
.3

%
 )

1
6
,6

6
2

　
埋

立
最

終
処

分
量

（
ト

ン
）

( 
9
.1

%
 )

2
,2

8
0

( 
9
.1

%
 )

2
,4

1
5

( 
8
.9

%
 )

2
,5

0
3

( 
 9

.9
%
 )

2
,3

5
6

( 
 9

.6
%
 )

1
,8

6
3

※
　

別
添

資
料

と
し

て
指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ

ン
ド

グ
ラ

フ
を

添
付

す
る

。

一
般

廃
棄

物
処

理
計

画
と

目
標

値
が

異
な

る
場

合
に

、
地

域
計

画
と

一
般

廃
棄

物
処

理
計

画
と

の
整

合
性

に
配

慮
し

た
内

容

3
一

般
廃

棄
物

処
理

施
設

の
現

況
と

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
予

定
 （

１
/
２

）

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

事
業

実
施

計
画

総
括

表
１

 (
令

和
元

年
度

)

　
総

資
源

化
量

（
ト

ン
）

減
量

化
量

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
量

　

組
合

を
構

成
す

る
市

町
村

：
設

立
、

認
可

予
定

設
立

さ
れ

て
い

な
い

場
合

、
今

後
の

見
直

し
：

7
0

5
,4

9
5

 (
6
)構

成
市

町
村

に
一

部
事

務
組

合
等

が
　

  
含

ま
れ

る
場

合
、

当
該

組
合

の
状

況

過
去

の
状

況
･現

状
(排

出
量

に
対

す
る

割
合

)

2
0
9
  

 

総
排

出
量

(ト
ン

)

平
成

2
7
年

度

1
人

当
た

り
の

排
出

量
(k

g/
人

)
2
3
1
  

 

6
,9

2
0
  

 

排
出

量

2
6
,6

4
2
  

 

再
生

利
用

量

　 指
標

･単
位 最

終
処

分
量

　
直

接
資

源
化

量
（
ト

ン
）

事
業

系
生

活
系

排
出

量
合

計
(ト

ン
)

 (
5
)地

域
の

要
件

＊
人

口
　

　
 面

積
　

 　
沖

縄
　

　
 離

島
　

　
 奄

美
　

 　
豪

雪
　

 　
山

村
　

　
 半

島
　

　
 過

疎
　

 　
そ

の
他

　
中

津
川

市 　
中

津
川

市

6
7
6
.4

5
 k

m
2

7
8
,4

8
6
 人

設
立

(予
定

)年
月

日
：
　

　
年

　
　

月
　

　
日

設
立

、
認

可
予

定

1
.6

6
  

 

1
9
,7

2
2
  

 

5
,7

7
7
  

 

平
成

2
6
年

度

1
事

業
所

当
た

り
の

排
出

量
(ト

ン
/
事

業
所

)

総
排

出
量

(ト
ン

)

2
2
,4

2
7

2
,4

2
0

6
,6

6
9
  

 

1
.6

2
  

 

1
8
,3

5
6
  

 

5
,5

7
3
  

 

2
5
,0

2
5
  

 

1
.6

9
  

 

6
,8

2
3
  

 
6
,8

2
6
  

 

1
.7

1
  

 

平
成

2
9
年

度
令

和
元

年
度

1
7
,6

4
9
  

 
2
0
,3

8
3
  

 

2
4
4
  

 

平
成

2
8
年

度
平

成
3
0
年

度

6
,9

0
8
  

 

目
　

  
標

令
和

８
年

度

2
1
3
  

 

2
4
,5

5
7
  

 

3
,6

1
0
  

  
 

集
計

中
5
,6

3
6
  

 

( 
 0

.2
%
 )

( 
2
7
.1

%
 )

集
計

中

2
7
,2

0
6
  

 

2
,7

3
6
  

 

2
5
,2

8
3
  

 

5
,8

2
4
  

 

集
計

中

1
.6

9
  

 

1
8
,4

5
7
  

 

2
2
1
  

 

( 
 9

.0
%
 )

集
計

中

集
計

中
( 

8
0
.8

%
 )
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4
生

活
排

水
処

理
の

現
状

と
目

標

　
※

別
添

資
料

と
し

て
指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ

ン
ド

グ
ラ

フ
を

添
付

す
る

。

5
浄

化
槽

の
整

備
の

状
況

と
更

新
、

廃
止

、
新

設
の

予
定

　
浄

化
槽

設
置

整
備

事
業

　
そ

の
他

地
方

単
独

事
業

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

汚
水

衛
生

処
理

人
口

汚
水

衛
生

処
理

率
又

は
汚

水
処

理
人

口
普

及
率

公
共

下
水

道

中
津

川
市

1
6
5
  
  

施
 設

 種
 別

事
業

主
体

8
9
5
  
  

汚
水

衛
生

処
理

人
口

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
  

　
　

　
　

年
　

指
標

･単
位

　
  
 総

人
口

8
1
,1

0
8
  

  

現
 有

 施
 設

 の
 内

 容

0
  
  

0
  
  

平
成

1
2
年

4
月

基
  

  
数

処
理

人
口

開
始

年
月

4
8
0
  
  

1
,2

4
8
  
  

集
計

中

－

集
計

中

1
5
,0

3
9
  

  

7
9
,7

7
5
  

  

3
8
,5

6
8
  

  
3
8
,9

8
0
  

  

5
1
.9

%

8
0
,4

3
6
  

  

平
成

2
9
年

度

7
8
,4

8
6
  

  

平
成

2
8
年

度

汚
水

衛
生

処
理

人
口

1
9
.1

%
汚

水
衛

生
処

理
率

又
は

汚
水

処
理

人
口

普
及

率

1
6
,1

5
8
  

  

1
5
,1

6
7
  

  
1
4
,9

7
9
  

  
1
5
,1

2
7
  

  

備
  

  
考

1
9
,2

0
0
  

  

6
,8

4
5
  

  

目
  

　
標

6
,9

4
9
  

  

平
成

3
0
年

度
令

和
元

年
度

基
  

  
数

1
2
,2

0
7
  

  
  

  

3
8
,2

4
5
  

  
  

  

6
,0

3
2
  

  
  

  

5
3
.1

%

2
1
.6

%

1
5
,5

1
6
  

  
  

  

1
7
,8

5
3
  

  

4
9
.7

%

8
.4

%

令
和

８
年

度

R
8

1
8
.6

%
1
9
.0

%

目
標

年
次

整
備

予
定

基
数

の
内

容

1
9
.2

%

1
8
,5

5
3
  

  

8
.7

%
8
.7

%

過
 去

 の
 状

 況
 ･

 現
 状

平
成

2
6
年

度

4
3
,9

3
0
  

  

平
成

2
7
年

度

4
8
.8

%

7
9
,0

9
3
  

  

3
8
,4

5
9
  

  
4
1
,7

7
4
  

  

4
8
.2

%

9
.4

%

8
,3

5
6
  

  

中
津

川
市

3
,5

8
3
  
  

1
1
,6

6
8
  
  

平
成

元
年

4
月

7
,5

2
5
  

  

処
理

人
口

6
,6

1
4
  

  

集
計

中

集
計

中

集
計

中

7
2
,0

0
0
  

  
  

  

8
.4

%

未
処

理
人

口

合
併

処
理

浄
化

槽
等

集
落

排
水

施
設

5
4
.2

%

1
8
.5

%

1
0
.3

%

汚
水

衛
生

未
処

理
人

口
1
3
,8

4
0
  

  

1
4
,9

8
2
  

  

3
一

般
廃

棄
物

処
理

施
設

の
現

況
と

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
予

定
 （

２
/
２

）

（
１

）
現

有
施

設
リ

ス
ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型
式

及
び

処
理

方
式

処
理

能
力

（
単

位
）

開
始

年
月

廃
止
又

は
休

止
（
予

定
）

年
月

解
体

（
予

定
）

年
月

備
考

最
終

処
分

場
中

津
川

市
環

境
セ

ン
タ

ー

最
終

処
分

場
中

津
川

市
サ

ン
ド

イ
ッ

チ
方

式
7
3
,1

6
7
㎥

H
1
6
.1

1
未

定
未

定

し
尿

処
理

施
設

中
津

川
市

汚
泥

処
理

セ
ン

タ
ー

中
津

川
市

浄
化

槽
汚

泥
対

応
型

（
膜

分
離

）
脱

窒
素

方
式

+
リ
ン

回
収

方
式

6
5
ｋ
ℓ/

日
R
元

.1
2

未
定

未
定

（
２

）
更

新
（

改
良

）
・

新
設

施
設

リ
ス

ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型
式

及
び

処
理

方
式

処
理

能
力

（
単

位
）

竣
工

予
定

年
月

日
更

新
（

改
良

）
・

新
設

理
由

廃
焼

却
施

設
の

解
体

の
有

無
及

び
解

体
施

設
の

名
称

備
考

エ
ネ

ル
ギ

ー
回

収
施

設
中

津
川

市
環

境
セ

ン
タ

ー
中

津
川

市
流

動
床

式
ガ

ス
化

溶
融

炉
9
8
 t

/
日

R
7
.3

既
存

施
設

の
機

能
回

復
及

び
先

進
的

設
備

導
入

に
よ

り
C

O
2

排
出

量
を

3
％

以
上

削
減

す
る

未
定
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様式１ 添付資料１ 指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ 
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図１ 人口の推移 
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図２ ごみ量の推移（集団回収されたごみを除く） 

 

 

 

 

 

様式１ 添付資料－１ 
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図３ 一人当たり排出量の推移（集団回収されたごみを除く） 
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図４ 生活排水処理人口と汚水衛生処理率の推移 
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浄 化 槽 整 備 区 域

様式１　添付資料２　地域内の施設の現況と予定（位置図）

　中津川市環境センター
（ガス化溶融施設(基幹
　設備改良事業対象施設)、　
　不燃･粗大処理施設、
　リサイクルセンター、
　最終処分施設）

浄化槽設置整備事業対象区域図

様式１　添付資料－２

中津川市汚泥処理センター
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様式３

開

始

終

了
令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

11 ３Ｒの推進 ３Ｒ推進運動の継続 中津川市
Ｒ

２

Ｒ

７
－

13
ダンボールコンポスト

の普及啓発

ダンボールを利用した生

ごみ堆肥化の推進
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

７
－

14
レジ袋の削減、詰替商

品の購入促進

レジ袋削減の啓発、マイ

バッグや詰替商品の使用

促進

中津川市
Ｒ

２

Ｒ

７
－

15 有料化導入効果検証
料金徴収方法や処理手

数料が適切か検証
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

７
－

16 生活排水対策の啓発

集合処理施設の接続及

び合併処理浄化槽への

転換等、生活排水対策の

啓発

中津川市
Ｒ

２

Ｒ

７
－

21
環境負荷の少ない適

正処理・処分の実施

資源ごみ品目拡大の検討

及び適正処理の推進
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

７
－

関連事業

1

22
事業系一般廃棄物対

策

排出抑制･資源化に係る

計画作成の指導・啓発
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

７
－

関連事業

1

23 産業廃棄物対策 排出者責任の徹底 中津川市
Ｒ

２

Ｒ

７
－

関連事業

1

１
エネルギー回収施設

基幹的設備改良事業

機能回復、先進設備導入

によるCO2排出量削減
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

６
○

関連事業

21、22、

23

２
合併処理浄化槽

整備

浄化槽設置整備事業の

継続
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

７
○

関連事業

16

41
再生利用品の需要拡

大

処理コストの効率化･適正

化
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

７
－

42
小型家電等のリサイク

ルに関する普及啓発

関係団体等との協力によ

る普及啓発
中津川市

Ｒ

２

Ｒ

７
－

43 不法投棄対策 連絡体制の強化･充実 中津川市
Ｒ

２

Ｒ

７
－

44 災害廃棄物処理 広域的連携体制の構築 中津川市
Ｒ

２

Ｒ

７
－

※1　処理施設の整備に係る事業番号については、計画本文3(3)表4に示す事業番号及び様式2の事業番号と一致させること。

事　　　業　　　計　　　画
施策の内容

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

事業

番号

※1

施策の名称 備 考

環境教育、普及啓発、

助成等

ごみの排出抑制･資源化

等に係る体系的かつ継続

的な施策展開

実施

主体

その他

施策種別

施設整備

に係る計

画支援に

関するもの

処理体制

の構築、変

更に関す

るもの

発生抑制、

再使用の

推進に関

するもの

処理施設

の整備に

関するもの

12 中津川市

交付

金必

要の

要否

－
Ｒ

２

Ｒ

７

事業

期間

調査・検証･調整、必要に応じて協議会等の開催

公共施設等を活用した広報･啓発活動

環境情報のタイムリーな提供、情報の質的充実

学校教育、生涯学習、勉強会等を通じた広報･啓発活動

参加･体験型の活動の場や機会の充実

助成･補助制度等の見直し･充実

活動リーダーの設置･育成、交流ネットワークの構築

生活排水対策の必要性及び重要性の啓発、

家庭で行える生活排水対策等の周知徹底等

排出抑制・再資源化に係る計画作成の指導・啓発

排出者責任の徹底

個別法等の周知徹底

協力体制の強化

予防策の徹底

連絡･連携体制に係る調整

周辺地域等との調整

基幹的設備改良事業

処理コストの低減、適正化に係る検討

溶融スラグの有効利用促進

合併処理浄化槽の設置整備

ダンボールコンポストの普及促進に向けた啓発等

不要品紹介制度の検討、啓発プラザ活用及びリサイクル品販

売の継続、リサイクルボックスの利用促進、店頭回収の活用等

レジ袋削減、マイバッグ・詰替商品の使用促進のための啓発等

資源ごみ品目拡大の検討

R1から実施の廃食用油等の分別収集の啓発と適正処理の実施

施工監理
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名 岐阜県   

 

  

(1) 事業主体名  中津川市 

  

  

(2) 施設名称  中津川市環境センター ガス化溶融施設 

  

  

(3) 工期  令和２年度 ～ 令和６年度 

  

  

(4) 施設規模  処理能力 ９８ｔ／日（ ４９ｔ／日× ２炉） 

  

  

(5) 形式及び処理方式  全連続流動床式ガス化溶融処理方式 

  

 

(6) 余熱利用の計画 

 

 １．発電の有無    有（発電効率 10％） ・ 無 

  ２．熱回収の有無      有（熱利用率 －％） ・ 無 

  

(7) 地域計画内の役割 

処理能力の回復及び先進的設備の導入により二酸化炭素の排出抑制を図る

ため、基幹的設備改良事業を実施する。（二酸化炭素削減率3％以上） 

ガス化溶融施設で発電した電力は売電し、溶融に伴い生じた熱エネルギーは

場内給湯にて利用する。 

  ※1  

(8) 廃焼却施設解体   有   無 

   工事の有無  

 

 「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 
  

 

 「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス              kwh／ごみｔ 

   熱利用率  

(11) バイオガスの利用  

   計画  

 

(12) 事業計画額   ２，２３８，２２５ 千円 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素排出抑制対

策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域でどう利活用するかに

ついても記載すること。 
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【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 岐阜県県   

 

(1) 事業主体名  中津川市 

(2) 事業名称  浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

  公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図

る事を目的とする。 

  整備する浄化槽は、ＢＯＤの除去率が９０％以上で放流水のＢＯＤが２０ｍｇ/

㍑以下の機能を有し、全国合併処理浄化槽普及促進市町村協議会に登録さ

れ、かつ、社団法人全国浄化槽団体連合会の機能保証制度又は、社団法人岐

阜県浄化槽連合会の岐阜県浄化槽生涯機能保証制度の登録を受けているもの

とする。 

(4) 事業期間  令和 ２年度 ～ 令和 ７年度 

(5) 事業対象地域の要件 

浄化槽設置整備事業実施要綱第３条(１) 

  ア(キ)；その他人口増加が著しい等前記の地域と同等以上に雑排水対策を

推進する必要があると認められる地域 

  イ(イ)；水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第十四条の七

第一項に規定する生活排水対策重点地域 

(6) 事業計画額 

 交付対象事業費                            228,600 千円 

 うち （以下の事業を実施する場合） 

 ・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 

                                             千円 

 ・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費         千円 

 

〇 事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

 

  【浄化槽設置整備事業の場合】 

人槽区分 
交付対象基数 

（  1,248 人分） 
基 準 額 

対象経費 

支出予定額 
選 定 額 

5 人槽 240 基（  576 人分） 109,260 千円 109,260 千円 109,260 千円 

6～ 7 人槽  210 基（  588 人分） 102,060 千円 102,060 千円 102,060 千円 

8～10 人槽  30 基（   84 人分） 17,280 千円 17,280 千円 17,280 千円 

11～20 人槽   基（        人分） 千円 千円 千円 

21～30 人槽   基（        人分） 千円 千円 千円 

31～50 人槽   基（        人分） 千円 千円 千円 

51 人槽以上   基（        人分） 千円 千円 千円 

計画策定 

調査費 
    

うち台帳 

作成費用 
    

合 計 
480 基（  1,248 人分） 228,600 千円 228,600 千円 228,600 千円 
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